





































































































































































































































































































































































































































畢 恩恵を受けるのは？ Il 恩恵を受けるのは？
：観光を行った人
??
：観光客を受け入れた地域
見聞が広まり豊かに ’山、 様々な恩恵が帰着
■ 対象となる産業 ・対象となる産業
：観光産業 r観光」のキーワードで
（観光を支援する産業） くくられたすべての産業
新たな分野をどう扱う？ フレームワークをどうデザインするか？
図表11キーワードとしてのr観光」
r観光」：sightappealing
r環境’一”””””””噺一■睡■一陞一■■一一－■一－一
?????
農業
一■口－一■一 ■
林業
一■■■一■■
工業
一■■■■■一
観光産業
まちづくり等
∵』二＝∫』．∵∫』』。’』』』∴’』∫1∵∫』∫二．
：観光とは独立した部分・機能1
3．地域的な観光戦略の視点
地域発展のための軸の一つに観光を据えるのであれば、その広範な効果
を行政担当者・利害関係者・一般住民が理解し、観光産業育成へ合意を形
成していくことが不可欠であろう。しかしながら、観光地の資源や広がり、
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事業の個性などについて、観光者、観光地の事業経営者・観光振興団体、
観光計画策定者の問にズレが生じ、それが合意形成を阻害する一因となり
かねない。特に、ある観光資源に依拠して関連事業が集積し、地域社会を
巻き込みながら事業の推進組織が生まれる自然発生型の観光地では、資源
特性のとらえ方をはじめ、保護や地域の空間利用のあり方などについての
認識のズレが解決されないままに事業が展開される場合がある（12）。ズレは
また、地域住民自らが重視し、大切にしたい観光資源と、経済的に効果の
ある観光資源との間でも生じる。これら2つの類のズレの調整をはかるた
めには、計画的開発の視点を導入した観光資源の保護や地域の観光事業の
運営を含む、より包括的な観光事業戦略が必要であろう。
観光戦略を考える上で、すでに策定し遂行している地域の経験は意義深
い。他国との友好関係、自国への理解などを求めて、政府レベルで観光局
等の担当部署がきっちり観光政策を行うケースは多々存在し、日本でも、
古くから国家レベルの観光政策が論議され、昨今ではYokosoJapanキャ
ンペーンが進められている。しかしながら、先進的な取り組みは国レベル
だけではない。地域・自治体レベルでも先進的な取り組みがなされている
ケースがみられるが、特に注目されるのは、ロトルア（Rotorua）の観光
事業戦略計画である（13）。
ロトルアはニュージーランドの国際観光都市であり、1996－2005年の観
光事業計画は、観光産業と地域社会に長期的な枠組みを準備している。こ
の計画の中で、観光事業発展の中心を、関連している産業の協同によるア
プローチ＝「編隊飛行」組織アプローチにおいているが、これは関係する
事業体・組織が個々の独自性を保ちつつ、全体として有機的なつながりを
もって機能させることを強調するものである。また、計画を絵に描いた餅、
机上の空論で終わらせないよう「実行に移すことを強調」し、資金面での
権限を伴う実行組織を明確に規定している。特に注目されるのはポートフォ
リオ（portfolio）という概念を用いて、編隊飛行アプローチを具現化して
いることである。
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金融の世界で用いられるポートフォリオはr安全性や収益性を考えた有
利な分散投資の組み合わせ・資産構成」（14）を意味し、例えば、あたれば利
益が大きいが、あたらなければ損害が大きい金融商品、利益は小さいがそ
こそこのヒットが期待できるといった金融商品など、様々な特徴をもった
金融商品を組み合わせてトータルで管理する、といったニュアンスを持つ。
ロトルアのケースでは、ポートフォリオという用語が別の意味で用いられ
ている可能性も否定できず、今後さらに確認する必要がある。
図表12ロトルアの観光ポートフォリオ
特別問題ポートフォリオ
ブランド発展ポートフォリオ
マオリ観光事業ポートフォリオ
産業発展ポートフォリオ
環境観光事業ポートフォリオ
市場知識ポートフォリオ
訓練・教育・技術向上
ポートフォリオ
公的都市基盤ポートフォリオ
運送機関ポートフォリオ
国内市場ポートフォリオ
観光事業
委員会
国内市場ポートフォリオ
季節市場問題／行事
ポートフォリオ
財政／基金ポートフォリオ
出所）安藤（1997）p．273より引用
それでも、
・ある種市場別のポートフォリオに整理して、それぞれの市場ごとにもっ
とも理想的な状態を実現するようにする。
・資金的な裏付けとして、財政／基金ポートフォリオも考える
・各ポートフォリオの中に関係者・組織を組み入れて、地域全体が良い
状態になるよう観光事業委員会がコントロールする
といったシステムのデザインからは多くの有益なインプリケーションが導
かれよう。
ただし、こうした概念をうまく取り入れられたのはロトルアならではの
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様々な要因があったからかもしれない。特に、古くから観光は重要な産業
で、地域にとって観光を重視することが自らの豊かさにつながっていたこ
とは強調されなければならない。栃木県の場合、これまで地域の豊かさを
支えてきたのは、観光のみではない。それだけに、多数存在している観光
資源が有機的に結びつけられ、有効に活用されてきたとはいえないが、
r観光」というキーワードで産業をくくり、ポートフォリオという概念に
着目すれば、例えば経営学で論ぜられているプロダクト・ポートフォリオ・
マネジメント（ProductPortfolioManagement：以下PPMと表記する）の
手法は、一つの有益な視座を提供するのではないか。PPMは、複数の事
業を行っている企業が、最適な事業の組合せと、そのもとで企業全体の方
向性を考えるマネジメントの手法であり、1960年代終期の米国GEで開発
され70年代に一般化した。低成長経済、資源制約時代の本格的な到来に対
応して、市場の成長機会（市場成長率）と自社の強み（相対的マーケット
シェア）の組み合わせとの関連で、自社にとって有限な資源を最適配分す
ることを意図したものである（図表13参照）。その利点と欠点は、様々な
研究者の分析の対象となっているが、初期の最もシンプルな尺度・区分だ
けでは実際の企業が計画を策定する上で十分な指標とはならず、各事業に
どのように資源を配分し、全体の最適化をはかっていくか、という基本的
な考え方をベースに、その手法を取り入れる各企業ごとにファイン・チュー
ニングされている。
↑市場成長率↓低大←相対的マーケット・シェア→小
金のなる木 問題児
（cashcow） （questionmark，probIemchiId）
成熟分野・安定利益→収穫 競争激化→育成
花形製品 負け犬
（star） （dogs）
成長期待→維持 停滞・衰退→撤退
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この考え方は、現実的に有効な観光政策のフレームワークを形成するう
えで、きわめて有効なインプリケーションをもたらすのではないか。図表
14は、この認識に基づく観光ポートフォリオ・マネジメント（Tourism
PortfolioManagement：以下TPMと表記）のイメージを描いたものであ
る。縦軸には採算性（収入一費用）を、横軸に地域的な広がりを尺度とす
るマトリックスに、存在する観光資源・施設を可能な限りプロットしてい
く。各点に付された矢印は、当該観光資源がどうあるべきかの方向を示す
ものである。縦軸は、ある観光資源・施設、あるいは事業を民間ベースで
維持・管理・運営することができるか、公的主体からの何らかの支援が必
要であるかを明確にする。中間に位置する色のついた領域は、何らかの形
で官民の協調が必要であると予想されるものである。採算性が良いものに
ついては、必ずしも公的部門からの財政支援は必要なく、逆に、歴史遺産・
文化財等は、その重要性と採算性をリンクさせる必要はない。横軸は、観
光資源・施設あるいは事業の効果が、コミュニティ・レベルにとどまるも
のか、あるいは全国的な波及効果を持つものなのか、を明確にする。効果
が複数の自治体に及ぶものであれば、利害関係者や関係自治体の数が増え、
より複雑な要素からなるネヅトワークをデザインしなければならないこと
を意味する。
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図表14TPMのイメージ
民間べ
大↑
????
↓小．『一
公的主
α『小規模でも利用密度の
高い施設・サービス
○
、α，鞭諺・
欝翻饗を
α
鶯繊
灘糠1灘，，韓鑛撫
?、? 齢化瞬．灘観毒鞭全国的鰯鐵羅
コミュニヲ聯，一市町村
狭← 地域的な広がり
県／国
→広
4．結びにかえて
現在の観光は従来の観光の質を変え、社会のいろいろな分野と関連を持
っに至っている。さらに、観光は「観光産業」として、地域社会の中で広
く経済の活性化にも役立っている。観光ポートフォリオ・マネジメント
（TPM）の概念とその実行は、地域での多面的な経済発展と社会的活性化
に貢献するものと思われる。
TPM概念の採用と実行による社会的効果は各種推測されるが、その主
な事項を以下に列挙する。
①幸せを前提とした市民生活において、効率の良い、公平な経済的分配
を約束する。
②地域社会での産業集積の質を高品質に変化させる効果がある。・
③栃木県独自の産業集積クラスターを形成することに役立つものと考え
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られる。
④観光政策に対し、経理も含め、その動向に明確な開示が可能となる。
栃木県の観光資源・施設あるいは事業の発展、ひいてはそれを通じた地
域経済・社会の活性化のためには、戦略的な観光政策が早急に必要である
が、その概念は十分に認識されていない。そこで筆者達は本論文で、まず
最初に現在の観光観念論を展開した。そして次にTPMの概要を紹介した。
この二つの融合から、栃木県の観光産業に役立つ方法論を引き出し、特定
の地域でこのTPMを展開してはどうか、と提案する。この提案と併せて、
TPMの考え方を政策的に取り入れるなら、当初に以下のような問題（図
表15）を解決させる“骨太”な議論がなされなければならないだろう。
図表15TPM実現への課題
1栃木県内“TPM”ネットワークシステムの構築
・栃木県TPMの委員会本部の設置と場所
・独立型、附属型、付随型などの本部自体の運営形態システムのあり方
・観光地を含め、各都市、各地域別のTPM支部の設置
・本部と支部の役割分担機構及びその内容項目
・TPMの人事：人材の確保、配置と流動性
システム維持管理のための運営資金と調達
2．TPM委員会自体の企業体質の強化
・時代変貌における、観光客動向、観光地要望、TPM政策の各部門別
ギャップヘの対応策
・変化対応型の問題解決の具体的ソフトの作成
本論文では、TPMのイメージを示すため、本稿では収入一費用と地域
的な広がりという二つの尺度を採用したが、これらの尺度はあらゆるケー
スで有効なものではないことを認識している。観光資源・施設あるいは事
業の特性や、観光政策の目的、そして策定主体に応じて、適切な尺度を検
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討していく必要がある。企業のPPMにおいても、基本的な視点は共通さ
せながらも、尺度については採用する企業ごとにファイン・チューニング
されている。「PPMの有効性と限界」と併せて検討することで、より適切
なマトリックスを作成するヒントが導かれよう。漠然とではあるが、個々
の観光資源・施設あるいは事業が、望ましい方向に進むために必要な「金
銭的資源」と「人的資源」が尺度の候補になるのではないかと想定される。
経営分析あるいはマーケティングの手法を用いて観光を分析する議論の
代表として、ライフサイクル分析が用いられているが、企業行動の分析で
は、PPMと製品のライフサイクルを結びつけて分析をより説得力のある
ものにする議論も見られる。こうした企業行動の分析に関わる手法は、地
域の観光を考える上で、有益なインプリケーションをもたらすだろう。そ
のインプリケーションを活かすべく、個々の事例を分析し、類型化しでい
く作業が必要であり、今後の課題として認識している。
本稿で形づくられた認識の延長線上で、筆者らはさらに研究を進める所
存であるが、それとは別に、地域の「光」を活かす人材の育成をどうする
か、ということも早急に検討を進めるべき重要な課題であることを強調し
ておきたい。
注
（1）座長は諸富隆作新学院大学学長
（2）副座長黒田英一宇都宮大学地域共生研究開発センター助教授の考え
（3）事務局長大野邦夫宇都宮大学客員教授の考え
（4）日本交通公社調査部編（1994）はしがき
（5）山田（2006）参照
（6）前田（1995）pp．6－7参照
（7）前田（1995）p．11参照
（8）将来の世代が見ずからの欲求を充足する能力を損なうことなく、今日の世代の
欲求を満たすWCED1987：28
（9）観光資源を保護し、観光者への魅力を保ちながら、観光地やリゾートを存続さ
せようとする取り組み
（10）総合観光学会編（2003）p．74
（11）総合観光学会編（2003）pp．81－82参照
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（12）総合観光学会編p．75
（13）ロトルアの観光事業戦略計画の詳細については、安藤（1997）を参照された
い。
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